
本書の検討課題と章別構成

本書の課題は，雇用労働者の労働時間と生活

時間に関して，統計による国内分析及び国際比

較の方法について提示したうえで，かかる独自

の方法に沿って作成した統計表を基に，日本を

中心とする実態を分析することである。

本書は，この課題を果たすために以下の諸章

から構成される。

序章　本書の課題とその意義

第１章　先行する統計研究と本書の研究視角

および構成

第２章　日本の労働時間

第３章　労働時間の国際比較

第４章　不払残業時間の国際比較

第５章　雇用労働者夫妻の生活時間（I）－

「社会生活基本調査」ミクロ統計データ

による研究―

第６章　雇用労働者夫妻の生活時間（II）－

国際比較研究―

第７章　雇用労働者夫妻の生活時間（III）－

東京都世田谷区生活時間調査による研究

―

終章 雇用労働者における労働時間と生活時

間の総合的把握に向けて

本書の独自の貢献

本書は，その章別構成からも伺い知ることが

できるように従来の研究成果を周到に吟味した

うえで，独自の方法を提示しながら分析を進め

る。本書の元をなす学位請求論文（『雇用労働

者における労働時間と生活時間の統計研究』）

の審査に当たられた小委員会によれば，本論文

の貢献は，多岐にわたる（大学院紀要委員会

『法政大学大学院紀要』51号，2003年10月，

222－226頁）。本書は，この論文に１つの章と

１つの節を加えたものである。

本書による独自の貢献を評者は，以下のよう

に考える。章別構成に沿いながら述べよう。

第１に，性と雇用形態を明示する労働時間の

分析を行ったことである。

性別の分化を伴う労働時間の二極化傾向，す

なわち，週60時間以上にわたって働く男性労働

者と同じく35時間未満の女性労働者の増加は，

既に知られている。しかし，この作業は，総務

省『労働力調査』を拠り所にすることから，雇

用形態別の分析を含んでいない。そこで本書は，

総務省『就業構造基本調査』を利用することに

よって，性別及び雇用形態別の労働時間分析を

行う。これによって「正規の職員・従業員」に

占める長時間労働者の男女双方における増加を

はじめ，女性「パート・アルバイト」における

短時間労働者の増加，「パート・アルバイト」

であるにもかかわらず週35時間を超え年間を通

して働く男女の増加などが，新たに確かめられ

る（第２章）。

雇用形態別の労働時間分析，とりわけ不安定

雇用者の労働時間に関する作業は，フランスな

どの国々でも殆んどなされて来なかった，とい

う事情がある。立ち入った検討は，フランスで

もようやく21世紀の初頭に見ることができる

（INSEE, Économie et Statisitique, N.352-353,

2002, pp.169-189）。本書の作業は，フランスに
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おけるこれらの成果と重なり合うといえよう。

第２に，労働時間の国際比較の方法について

独自の定式化を試みるとともに，年間実労働時

間の内的構成(週実労働時間，支払い残業と不

払い残業，完全週休２日制，年休取得日数な

ど)を新たに示すことによって，日本における

労働時間の国際的な位置とその要因について論

じたことである。

日本の年間実労働時間について，日本政府と

国際労働機関（ILO）の依拠する厚生労働省

『毎月勤労統計調査』では，不払い残業を捕捉

できないとして，総務省『労働力調査』の利用

による推計の方法が，早くから提起されてきた。

本書は，この方法の問題点，すなわち，（1）調

査週である月末１週間が多忙なことから，長時

間である可能性，（2）調査週に祝祭日がある月

の労働時間の過小表示の可能性，（3）調査週に

おける年休取得とこれに伴う労働時間の過小表

示の可能性，これらの検討に進み，他の政府統

計との比較考量や推計方法の改善によって，以

下の結論を得る。（1）調査週と通常週との平均

的な差はないこと，（2）調査週に祝祭日のない

月の週実労働時間の平均を求め，これによって

祝祭日の影響を排除すること，（3）年休取得の

均等な分布を仮定して，週実労働時間から年休

が除かれて申告されていると考えること。

年間実労働時間の国際比較に関する従来の推

計は，週労働時間を至って単純に365/７倍する

ことが多い。この方法は，一見して理解される

ように年休や祝祭日数などを除いていない。本

書は，こうした反省から休日日数を除いたより

正確な推計式，すなわち，週労働時間×年間実

労働週数を新たに提示し，『労働力調査』に依

拠しながら年間実労働時間の推計を行う。本書

は，そのうえで年間実労働時間の内的構成の検

討に進む。

本書による新しい試みは，いくつかの新しい

事実の発見という果実をもたらす。日本の労働

時間は，1980年代後半以降にイギリスやアメリ

カとほぼ同じ水準になった，と喧伝されて久し

い。しかし，これは，事実と異なる。日本の男

女は，イギリスに比べて年間290時間から160時

間長く働く。日本の男性は，アメリカの男性に

比べても同じく110時間多く働く（2000年）。ま

た，日本の長い労働時間の要因として，完全週

休２日制の普及の遅れと年休取得日数の少なさ

とが，一般に指摘される。しかし，本書によれ

ば，これに加えて残業時間の影響も大きい（第

３章）。これは，年間実労働時間の内的構成の

分析から生まれた発見であり，これに沿う政策

提言でもある。

第３に，日本を含めた先進諸国における不払

い労働時間の国際比較を初めて手がけたことで

ある。

本書は，まず，日本の年間実労働時間の推計

方法について新しい提起を行ったことから，こ

の方法によって得られる年間実労働時間から，

不払い残業時間を含まない『毎月勤労統計調査』

の年間労働時間数を差し引き，これによって一

段と正確な不払い残業時間を導く。次いで，ア

メリカの不払い残業時間について日本の推計方

法を利用して把握し，最後に，不払い残業時間

に関する政府統計が利用可能なイギリスとドイ

ツ及びカナダの計数と比較する（第４章）。こ

の国際的にも未開拓の作業から得られた結果

は，実に興味深い。不払い残業時間は，男女と

もに日本が最も長く，ドイツにおいて最短であ

る。それは，年間実労働時間との関係では，日

本の男性で11.6％，同じくドイツで1.5％を占め

る（93年）。男性の不払い残業時間は，日本と

イギリス及びドイツの３カ国において女性のそ

れよりも長い。ちなみに不払い残業の国際比較

に関する作業は，本書への収録に先立って国際

労働機関の雑誌（Bulletin of Labour Statistics,
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2002年，No.３)に掲載される。作業の国際的な

価値が，認められることの有力な例証である。

第４に，ミクロ統計データという新しい型の

資料による生活時間の比較を日本とカナダ及び

ドイツの３カ国について行ったことである。

本書は，総務省『社会生活基本調査』のミク

ロ統計データを利用して，広く公表される集計

表からは読み取ることのできない雇用労働者夫

妻の生活時間について検討する（第５章）。次

いで，カナダとドイツのミクロ統計を『社会生

活基本調査』の統計分類に組み替えることによ

って，日本を含む３カ国の生活時間の比較に道

を拓く。生活行動分類は，ちなみに日本の20に

対してカナダ167，ドイツ231である。組み替え

の作業だけでも実に膨大なエネルギーを要する

であろうことは，３カ国における分類数の判然

とした相違からも，伺うことができる。

３カ国におけるフルタイム共働き夫妻世帯の

生活時間は，本書によれば以下の特徴を持つ。

１日の労働及び通勤時間は，日本で最も長く，

ドイツにおいて短い。時間帯別行為者率に注目

をするならば，日本の特に遅くまで働く夫の姿

を確かめることができる。家事時間は，日本の

夫について極端な程に短い。家事と仕事の二重

の負担，すなわち，「全労働時間」の夫妻差は，

日本において顕著である。積極的な余暇は，日

本において少ない（第６章）。

本書の示す分析の結果は，３カ国の文献に掲

載される計数を単に羅列するのではなく，比較

という名に値するようにミクロ統計データに立

ち返って，これを再構成するだけに，特別の説

得力をもつ。

最後に，本書には，著者自らの企画と実施に

なる調査の多重クロス分析が収められており，

これは，日本放送協会『国民生活時間調査』や

総務省『社会生活基本調査』による研究の限界

を補うに足る成果である。

著者は，世田谷区生活時間調査に参加し，収

入労働時間に関する付帯アンケート調査を設計

している。この付帯アンケート調査は，１日２

４時間の時間帯調査票を７日間あわせて用意す

るところに，特徴を持つ。しかも，労働時間を

所定内労働時間はもとより所定外労働時間及び

不払い残業時間の三つに区分する。これによっ

て，曜日別の時間帯データとこれを合計した週

平均データの入手が，労働時間の種類別に可能

である。所定外のピークは，火曜日と水曜日に

傾斜すること，約１０％に相当する夫が夜の９

時頃まで所定外労働と不払い残業を行っている

ことなどの発見は，そのごく一部であり(第７

章)，既存の政府統計に期待するわけにいかな

い調査結果である。

残された課題

第１に，本書に独自の研究視角とされる「労

働時間と生活時間の総合的分析」（30頁）の意

味は，やや不明である。

著者は，労働時間と生活時間のどちらか一方

だけが調査研究の対象になってきたきらいを否

定できないと指摘し，両者の総合的な分析ない

し総合的な検討こそ求められる，と繰り返し述

べる（第１章，終章）。しかし，総合的分析な

いし総合的な検討についての明示的な説明文

は，ない。総合的分析とは何を意味するのか，

不明である。

著者は，労働時間を国際比較統計によって分

析をする前に，労働時間に関する法制度と政策

などについて概観し，労働基準法による労働時

間の上限規定をはじめ時間外労働，女子保護規

定の撤廃，変形労働時間制度あるいは裁量労働

制などについて簡潔に述べられる（第２章）。

以下の諸章における総合的な分析を意識しての

ことであろうか。しかし，労働時間に関する具

体的な分析に当たって，変形労働時間制や裁量
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労働制とのかかわりを指摘する叙述は，評者の

見落としからであろうか確認されない。

労働時間と生活時間の両者を取り上げる意味

は，大きい。その限り著者の指摘に賛同する。

しかし，総合的分析の何たるかを検討し論述す

ることなしには，その試みも果実を期待できま

い。国際的にも有益な方法の提示と発見を盛り

込んだ本書であるだけに，なんとも惜しまれ

る。

第２に，労働時間と生活時間の分析は，積極

的余暇と消極的余暇の区分を除いて，いずれも

時間の長さと時間帯に絞り込まれていることで

ある。

夫の長い労働時間が，妻の労働時間はもとよ

り彼女の生活時間のすべてに影響することは，

確かである。また，夫の深夜に及ぶ労働や週末

の労働が，妻はもとより広く家族全員に及ぼす

影響も，これまた自明である。本書による時間

の長さと時間帯へのこだわりは，正当である。

しかし，労働時間の長さや時間帯のありようが，

個食化を呼び，家族とではなくもっぱら職場の

同僚との余暇，夫妻ではなく女性同志による余

暇の享受などを招き寄せることも，認められる。

生活行動が，誰とどこで行われるかについての

着目である。このように分析の視野を広げるな

らば，著者の指摘される労働時間統計の限界，

すなわち，時間量という平板な尺度に止まって

労働の「質」的な把握がおろそかになること

(第３章)の克服にも，道を開くことになるので

はないかと考えるが，いかがであろう。経済企

画庁編『生活時間の構造分析－時間の使われ方

と生活の質－』（大蔵省印刷局，1975年）によ

って画され，今日にも継承される研究方法につ

いて，著者の見解を伺いたいと思う。

本書が，世帯を単位にする労働力の再生産と

いう見地から，雇用労働者の地位にある夫妻に

注目し，曜日別の時間帯データにまで視野を広

げるなどの調査形式を独自に採用しているだけ

に，時間の長さと時間帯に止まらない分析を期

待したかったところである。

第３に，不払い残業に関する全国レベルの計

数と地域調査の結果との照合が，行われていな

いことである。

著者は，日本の週平均不払い残業時間につい

て男性5.6時間，女性2.3時間と推計する（1993

年平均，第４章）。あわせて，世田谷区に居住

する夫妻の週平均不払い残業時間について，妻

の雇用形態別に夫３時間38分から７時間03分，

同じく妻５分から１時間58分と推計する（2000

年，第７章）。両者の相違は，何に由来するの

であろうか，簡単にでも説明が求められる。

最後に，生活時間と所得水準との関連につい

て踏み込んだ分析が，期待される。

本書の巻末に収められた世田谷区とソウルの

生活時間調査票に目をやると，月収に関する項

目が，すでに95年調査から用意されている。ま

た，この調査結果から「労働時間が長いと収入

も高い傾向にある」（219頁）との知見も導かれ

る。まことに正当な目配りであり，発見であ

る。

生活時間と所得水準との関連は，労働時間の

他にも多面的に認められる。余暇時間の長さは，

所得の低い階層にとって積極的な余暇に直結し

ない。積極的な余暇は，サービスの購入などを

伴うからである。他方，所得の高い階層は，購

買力の高さを支えにすることから相対的であれ

積極的な余暇に比重をかけることができる。し

かし，高い所得は，長い労働時間の代償である

ことから，余暇時間の短さを伴う。このように

考えると，さらに踏み込んだ分析が期待され

る。

ともあれ著者は，若くして国際的にも価値の

認められる分析結果を世に問うている。日本の

労働時間に関する情報が国際的に乏しく，また，
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偏りを持つと指摘される（J.Kodz et al,Working

long hours: a review of the evidence, Vol.1-main

report, Department of Trade and Industry,

2003,p.109）だけに，その意義は大きい。労働

時間や生活時間に関心を持つ研究者は，本書の

築いた新しい地平を我が物にすることなしに作

業を進めるわけにいくまい。著者のたゆまぬ研

鑽に，評者は大いに敬服する。同時に，著者の

努力が，家政学グループの指導者とその構成員

に支えられているであろうことも，本書のそこ

ここから推察されることであり，忘れることな

く触れておきたい。

（水野谷武志著『雇用労働者の労働時間と生

活時間―国際比較統計とジェンダーの視角から

―』御茶の水書房，2005年10月，353頁，定価

5200円＋税）

（みとみ・きよし　静岡大学人文学部教授）

88 大原社会問題研究所雑誌　No.569／2006.4

大原569-10書評  06.3.10  4:20 PM  ページ88


